
Ｊ
Ａ
全
農
は
11
月
16
、
17
日
の
両
日
、
横

浜
市
で
Ｔ
Ａ
Ｃ
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
大
会
2
0
2
3

を
開
催
し
ま
し
た
。
同
大
会
は
地
域
農
業
振

興
・
担
い
手
経
営
支
援
の
要
と
な
る
Ｔ
Ａ
Ｃ
活

動
の
日
頃
の
成
果
を
共
有
し
、Ｔ
Ａ
Ｃ
の
モ
チ
ベ

ー
シ
ョン
の
向
上
と
さ
ら
な
る
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
、Ｊ

Ａ
事
業
の
質
向
上
に
つ
な
げ
る
こ
と
が
狙
い
で

す
。
16
回
目
と
な
っ
た
今
大
会
は
ウ
ェブ
も
併

用
し
、
約
4
5
0
人
が
参
加
し
ま
し
た
。

今
大
会
か
ら
当
日
の
Ｔ
Ａ
Ｃ
に
よ
る
プ
レ
ゼ

ン
テ
ー
シ
ョ
ン
審
査
を
経
て
、
最
高
位
に
あ
た

る
全
農
会
長
賞
と
そ
れ
に
続
く
優
秀
賞
を
決

定
。
そ
の
結
果
、Ｊ
Ａ
部
門
で
は
岐
阜
県
の
Ｊ

Ａ
に
し
み
の
、Ｔ
Ａ
Ｃ
部
門
で
は
石
川
県
・Ｊ
Ａ

石
川
か
ほ
く
の
櫻
井
和
幸
さ
ん
が
全
農
会
長

賞
に
輝
き
、
優
秀
賞
に
は
Ｊ
Ａ
部
門
で
茨
城

県
・Ｊ
Ａ
水
郷
つ
く
ば
、Ｔ
Ａ
Ｃ
部
門
で
島
根

県
・Ｊ
Ａ
し
ま
ね
の
原
紀
行
さ
ん
と
岩
手
県
・

Ｊ
Ａ
い
わ
て
中
央
の
米
田
菜
摘
さ
ん
が
選
ば
れ

ま
し
た
。
ま
た
、Ｔ
Ａ
Ｃ
活
動
を
高
い
水
準
で

続
け
て
い
る「
Ｔ
Ａ
Ｃ
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
ズ
Ｊ
Ａ
」

に
は
、
石
川
県
の
Ｊ
Ａ
金
沢
市
、
熊
本
県
の

Ｊ
Ａ
阿
蘇
が
選
ば
れ
ま
し
た
。

大
会
あ
い
さ
つ
で
Ｊ
Ａ
全
農
経
営
管
理
委

員
会
の
折
原
敬
一
会
長
は「
担
い
手
の
ニ
ー
ズ
、

課
題
に
向
き
あ
う
創
意
工
夫
あ
る
事
例
が
多

数
あ
り
、
担
い
手
と
強
固
な
信
頼
関
係
を
築

き
、
多
く
の
困
難
を
乗
り
越
え
て
き
た
と
推

察
し
ま
す
。Ｔ
Ａ
Ｃ
活
動
の
尽
力
に
改
め
て
感

謝
し
ま
す
」と
現
場
の
努
力
を
称
え
ま
し
た
。

来
賓
で
農
林
水
産
省
の
勝
野
美
江
審
議
官

は「
組
合
員
の
意
見
や
要
望
を
日
頃
か
ら
丁
寧

に
く
み
取
り
、
そ
れ
に
応
じ
た
提
案
を
行
う

Ｔ
Ａ
Ｃ
活
動
は
、
ま
さ
に
Ｊ
Ａ
自
己
改
革
の
核

心
。
一
層
活
発
に
Ｔ
Ａ
Ｃ
活
動
が
行
わ
れ
、
農

家
の
所
得
向
上
に
つ
な
が
る
こ
と
を
期
待
し
て

い
ま
す
」と
話
し
、
全
国
農
協
青
年
組
織
協

議
会（
Ｊ
Ａ
全
青
協
）の
稲
村
政
崇
会
長
は「
農

業
現
場
が
非
常
に
厳
し
い
中
、
迷
っ
て
い
る
農

家
に
出
向
い
て
、
伴
走
し
な
が
ら
課
題
解
決
を

し
て
い
る
の
が
Ｔ
Ａ
Ｃ
活
動
。
農
業
者
も
Ｔ
Ａ

Ｃ
活
動
に
理
解
を
示
し
、
協
力
で
き
る
体
制

を
つ
く
って
い
き
た
い
」と
呼
び
掛
け
ま
し
た
。

基
調
講
演
で
は
、
タ
レ
ン
ト
で
M
C
の
川
瀬

良
子
さ
ん
が「『
担
い
手
農
家
の
声
を
聴
く

力
・
伝
え
る
力
』〜
あ
ぐ
り
ず
む
を
通
じ
た

農
業
へ
の
想
い
〜
」と
題
し
て
講
演
。
ラ
ジ
オ

番
組
を
通
じ
た
各
地
の
農
家
と
の
出
会
い
に

触
れ
つ
つ
、「
農
家
さ
ん
に
向
け
、『
応
援
』と

い
う
思
い
や
言
葉
を
大
切
に
し
て
い
ま
す
」と

話
し
ま
し
た
。

ま
た
、
10
月
に
全
農
オ
フ
ィ
シ
ャ
ル
ア
ン
バ

サ
ダ
ー
に
就
任
し
た
石
川
佳
純
さ
ん
が
ビ
デ
オ

メ
ッ
セ
ー
ジ
で
登
場
し
、「
日
本
の
農
業
を
盛

り
上
げ
て
く
だ
さ
い
」と
参
加
者
に
エ
ー
ル
を

贈
り
ま
し
た
。

大
会
で
は
、
神
奈
川
県
・Ｊ
Ａ
さ
が
み
の

森
海
人
さ
ん
が
大
会
宣
言
を
行
い
、
満
場
一

致
で
採
択
さ
れ
ま
し
た
。

全
農
耕
種
総
合
対
策
部
の
岩
田
和
彦
次
長

は
Ｔ
Ａ
Ｃ
の
活
動
状
況
と
今
後
の
取
り
組
み
に

つい
て
報
告
。
出
向
く
活
動
の
見
え
る
化
や
業

務
効
率
化
を
図
る
た
め
、
2
0
2
4
年
４
月

に
本
格
稼
働
を
目
指
す「
担
い
手
営
農
サ
ポ
ー

ト
シ
ス
テ
ム
」や
、
22
年
に
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
強
化

に
向
け
て
作
成
し
た「
Ｔ
Ａ
Ｃ
の
手
引
き
」に
つ

い
て
紹
介
し
ま
し
た
。

同
部
の
山
田
正
和
部
長
は「
担
い
手
の
ニ
ー
ズ

が
多
様
化
、
高
度
化
し
て
い
ま
す
。
今
回
の
大

会
を
通
じ
て
得
た
知
見
が
、
担
い
手
の
経
営
課

題
解
決
に
つ
な
が
る
こ
と
を
期
待
し
て
い
ま
す
」

と
述
べ
、
２
日
間
の
大
会
が
閉
会
し
ま
し
た
。

2
日
目
の
17
日
は
、Ｔ
Ａ
Ｃ
部
門
の
地
区
別

優
秀
賞
受
賞
者
の
発
表
の
後
、
５
テ
ー
マ
に
分

か
れ
て
分
科
会
を
開
催
し
、
講
義
や
グ
ル
ー
プ

ワ
ー
ク
を
通
じ
て
、
生
産
者
へ
の
提
案
力
を
高

め
ま
し
た
。

後
継
者
の
い
な
い
経
営
体
が
７
割
に
達
し
、

今
後
も
農
業
従
事
者
や
農
村
部
の
人
口
の
激
減

が
見
込
ま
れ
る
中
、
農
業
関
係
人
口
を
確
保
す

る
た
め
の
方
策
に
つい
て
理
解
を
深
め
ま
し
た
。

全
農
が
進
め
る
91
農
業
や
、Ｊ
Ａ
全
農
山
形
の

ア
グ
リ
ワ
ー
ケ
ー
ション
や
ア
グ
リ
キ
ャ
ン
プ
な
ど
の

事
例
を
学
ん
だ
う
え
で
、
具
体
策
を
グ
ル
ー
プ
ワ

ー
ク
で
検
討
。
地
域
住
民
だ
け
で
な
く
、
地
域

外
か
ら
も
人
を
呼
び
込
む
た
め
の
対
策
と
し
て
、

誰
で
も
参
加
し
や

す
い
よ
う
な
作
業

マニュア
ル
の
作
成
、

広
報
誌
や
S
N
S

で
の
農
業
の
楽
し

さ
な
ど
の
前
向
き

な
発
信
、
生
産
者

と
福
祉
事
業
者
の

マ
ッ
チ
ン
グ（
農
福

連
携
の
推
進
）な

ど
の
意
見
が
上
が

り
ま
し
た
。

Ｊ
Ａ

‒

D
X
で
さ
ま
ざ
ま
な
課
題
を
解
決
す

る
た
め
、Ｊ
Ａ
全
農
は
Ｚ

‒

Ｇ
Ｉ
Ｓ
や
ザ
ル
ビ
オ
を

推
進
し
て
い
ま
す
。Ｊ
Ａ
と
水
稲
生
産
者
が
ザ
ル

ビ
オ
を
導
入
し
て
収
量
・
品
質
の
ア
ッ
プ
に
つ
な

げ
た
Ｊ
Ａ
に
い
が
た
岩
船
な
ど
の
事
例
を
通
じ
、

具
体
的
な
提
案
内
容
を
検
討
し
ま
し
た
。

ま
た
、
2
0
2
4
年
４
月
に
更
新
す
る
担
い

手
営
農
サ
ポ
ー
ト
シ
ス
テ
ム
の
特
徴
な
ど
も
紹

介
。
全
農
の
担
当
者
は
新
シ
ス
テ
ム
の
特
徴
と
し

て
、①
デ
ー
タ
連
携
・
分
析
機
能
の
強
化
に
よ
る

高
度
化
す
る
ニ
ー

ズ
へ
の
対
応
②
利

用
者
拡
大
に
よ
る

情
報
共
有
の
促

進
③
デ
バ
イ
ス
の

拡
大
に
よ
る
操

作
性
の
向
上
を

挙
げ
、「
活
動
の

効
果
測
定
・
見

え
る
化
が
可
能

と
な
る
」と
説
明

し
ま
し
た
。

T
A
C
の
提
案
が
経
営
の
５
項
目
①
固
定
費

の
増
減
②
面
積
の
増
減
③
品
目
ご
と
の
利
益
の

増
減
④
変
動
費
の
増
減
⑤
粗
収
益
の
増
加

│
の
ど
こ
に
影
響
す
る
か
を
考
え
、
ト
ー
タ

ル
と
し
て
提
案
し
て
い
く
こ
と
の
重
要
性
を
学

び
ま
し
た
。

水
稲
と
麦
大
豆
を
計
18
㌶
栽
培
す
る
経
営

体
を
モ
デ
ル
と
し
て
、
農
業
所
得
ア
ッ
プ
の
た
め

の
提
案
内
容
を
協
議
。
土
壌
診
断
と
排
水
対

策
、
水
稲
直
播

で
単
収
向
上
、

肥
料
満
車
直
送

や
担
い
手
直
送
規

格
の
活
用
で
変
動

費
を
削
減
、
ド
ロ

ー
ン
の
活
用
で
１

㌶
当
た
り
の
労

働
時
間
を
圧
縮

な
ど
、
日
頃
の
活

動
を
生
か
し
て

活
発
に
意
見
交

換
し
ま
し
た
。

資
材
高
騰
が
農
家
経
営
に
影
響
を
及
ぼ
す

中
、
農
家
手
取
り
の
最
大
化
に
向
け
て
マ
ー
ケ

テ
ィ
ン
グ
手
法
を
学
び
、
T
A
C
活
動
の
ヒ
ン

ト
を
探
り
ま
し
た
。

Ｊ
Ａ
お
き
な
わ
は
、
直
売
所
の
販
売
戦
略
を

紹
介
。
新
た
な
取
り
組
み
と
し
て
、
ダ
イ
レ
ク

ト
メ
ー
ル
に
よ
る
D
M
販
売
か
ら
E
C
サ
イ
ト

で
の
販
売
へ
の
転
換
を
進
め
て
い
る
こ
と
な
ど
を

説
明
し
ま
し
た
。

参
加
者
は「
直
売
所
は
、
売
れ
残
り
や
在
庫

が
課
題
」と
話
し
、

解
決
策
と
し
て
午

後
に
イ
ベ
ン
ト
を

開
き
集
客
す
る
こ

と
を
提
案
し
ま

し
た
。
そ
の
他
、

消
費
者
へニ
ー
ズ

調
査
を
行
い
、
需

要
の
あ
る
品
目
を

Ｊ
Ａ
と
生
産
者
が

試
験
栽
培
す
る

案
も
上
が
り
ま

し
た
。

農
地
集
積
に
よ
る
担
い
手
の
大
型
化
が
進
む

一
方
、
ニ
ー
ズ
が
多
様
化
・
高
度
化
し
て
い
ま

す
。
T
A
C
活
動
に
お
い
て「
営
農
・
農
業
経

営
の
相
談
」が
占
め
る
割
合
も
増
え
、
総
合
的

な
解
決
策
の
提
案
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。Ｊ

Ａ
職
員
数
が
減
少
す
る
中
、
限
ら
れ
た
人
員
で

担
い
手
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
た
め
、
事
業
間

連
携
の
強
化
に
よ
る
提
案
方
法
な
ど
を
協
議
し

ま
し
た
。

参
加
者
の
発
表
で
は
、
事
業
間
連
携
の
強

化
へ
情
報
共
有
の
大
切
さ
を
指
摘
す
る
声
が
多

く
上
が
り
ま
し

た
。
信
用
・
共

済
部
門
を
含
め

部
門
を
超
え
て

顧
客
対
応
に
当

た
る
チ
ー
ム
の
立

ち
上
げ
や
、
部

署
を
超
え
情
報

共
有
が
で
き
る

よ
う
な
台
帳
の

作
成
な
ど
の
具

体
策
を
提
起
し

ま
し
た
。

みどりの食料システム戦略に基づき、JAとして栽培体系転換の
具体策や、適正施肥指導ができる環境づくりが十分に提供できて
いないこと、また、JA若手職員の推進力向上のため、誰もが指
導できる組織体制と補助ツール・アプローチ方法の確立が課題と
なっていた。
TACが調査研究した土壌pHと小麦収量の関係性を「散布図」
にし、TACの提案ツールとして活用したほか、営農指導力の平準
化を図るためのスマート農業ツールの活用や、TACと支店担当者
が連携してJA利用者全般へ一斉申請支援に取り組んだ結果、高
騰する担い手の肥料価格抑制に貢献することができた。

岐阜県　JAにしみの全農会長賞

これまでJA金沢市では、集落営農法人の組織化支援・複合
経営支援（2016年）、関係機関と協力した事業承継・経営移譲
支援（2018年、2022年）、兼任TACの役割見直しによるTAC体
制の強化（2022年）、ふれあい展示祭・収穫体験等による地域
振興（2016年、2018年）などに取り組んできた。
担い手の農業経営の課題は労働力不足、米価下落、肥料高

騰など毎年著しく変化しており、要望や課題のハードルも高くなっ
てきている。また、今後職員の人事異動や定年退職等により、ベ
テランTACの人員不足も懸念される。
これら課題に対し、訪問活動の質を高め担い手の声に応え続
けていくため、「TAC職員のスキルアップ」「訪問時持参ツールの
強化」「部門間連携の強化」を実践し、TACが起点となった担い
手の経営課題解決への取り組みを進めている。
担い手の要望は日々変化に富み幅広い。TACは変化に合わせ

て営農・金融・農業政策など幅広い知識習得が求められるため、
各種講習会・異業種交流会・部門間連携等の機会を提供し、
引き続きTACの育成に取り組んでいく。

石川県　JA金沢市

これまでJA阿蘇では、熊本地震からの復興に向けた営農支援
（2016年）、JAの総合力を発揮した集落営農法人設立・経営
支援（2016年、2021年）、農業師匠制度等を活用した新規就
農支援（2016年、2021年）、情報発信力強化に向けた出向く
体制の再構築（2022年）などに取り組んできた。
近年、高齢化に伴う離農者が拡大しており、農事組合法人の

設立が増加しているが、担い手への農地集約に伴い管理作業も
増加しており、適期作業に課題が生じている。また、麦の作付面
積が増加しているなかで、麦生産に伴う防除作業が地域に浸透し
ておらず、病害の大量発生が課題となっていた。
このため、関係団体と連携し、管内の担い手・部会員に対し
防除の必要性を再周知のうえ、無人ヘリによる防除を実施し、適
期作業の実現、収量・品質の安定化、作業効率化を実現した。
今後も、栽培管理システム・自動給水機等の各種ツールを活

用しながら、担い手の適期作業・作業負荷軽減を実現し、産地
の維持に向けた取り組みを展開していく。

熊本県　ＪＡ阿蘇

各地区での業務遂行により統一的な業務管理に課題があった
ほか、目標や評価が曖昧で人材育成の体系化に課題があった。
これに対し、営農職員の「あるべき姿」の業務遂行のプロセス
管理体制を整備し、営農経済事業の各施策を推進する基礎を構
築した。
プロセス管理を中心とした5つの目標により進捗管理を行ったほ
か、令和4年度には本店に専任部署を設置し統一的な業務管理
を実現した。
2年間の取り組みの結果、特に土壌診断数が大幅に増加。出
向く活動の量、質に対する職員の意識は着実に向上している。

茨城県　JA水郷つくば優秀賞

JA石川かほく特産の「高松紋平柿」の持続可能な産地づくりに向け、
部会・市場・いしかわ農業総合支援機構・県・市・全農・JAとともに「産
地戦略」を策定し、生産対策やブランド価値底上げによる担い手農家
の所得並びに生産意欲の向上に取り組んだ。
生産面では高齢生産者向けに低樹高栽培の提案や、若手生産者に向

けた剪定見本樹を設置したほか、販売面ではプレミアム規格を新設した
ことで生産量・販売単価・販売金額全てが向上し、加えて石川県が認
証する「百万石の極み」ブランドの一つにも選ばれ、担い手農家のモチ
ベーションは最高潮に達しており、産地の維持・発展につながっている。

産地戦略作成による持続可能な産地づくり

全農
会長賞

石川県　JA石川かほく　櫻井 和幸氏

集落営農組織の組合員の高齢化が進み、後継者育成・労働力不
足への不安の声に対して、集落営農将来ビジョン相談会や経営分析を
実施し、組織存続に向け取り組みを行った。
これにより、農事組合法人同士の合併、営農組合の将来を考える検
討会の立ち上げ、農事組合法人の株式会社化など、複数の組織が将

来に向けた本格的な検討や取り組みが開始された。
TACがそれぞれの組織の中、もしくは組織同士の間に入ることで、地
域農業全体の人材確保や集落の発展につながり、若手世代への組合
員も含めてJAグループ全体との関係性強化につながった。

集落営農の新しいかたち ～組織存続に向けた挑戦～
優秀賞 島根県　JAしまね　原 紀行氏

日本最大級の農事組合法人では、労働力不足から作業適期を逃し
てしまう「農業」の課題、作業員の技術不足による「ひと」の課題、
大豆栽培に対して排水性が悪い「自然」の課題を抱えていた。
それに対し担当者の経験の差からくる圃場管理問題の解決に向けたス
マート農業の活用、大豆栽培圃場の排水性改善技術の導入を提案した。

スマート農業の普及は省力化と作業性向上に、排水性改善は生産
性の向上や生産者の不安解消につながった。また、これらの一法人へ
の “農業”、“ひと”、“自然” の面からの支援を通じ、担当地域全体と
して抱える課題への対応、ひいては持続可能な地域農業の確立へとつ
ながる取り組みを展開している。

次世代に地域農業を繋ぐための農業技術のスマートな継承
～地域一体型法人が繋げる「農業・ひと・自然」～

優秀賞 岩手県　JAいわて中央　米田 菜摘氏

近年の資材費等の高騰によりイチゴ生産者は厳しい環境に置かれ
ているが、手取り増加のため、市場評価の高い新品種の栽培導入を
提案した。
品種変更にともなう講習会の実施、出荷資材の工夫や品質低下を防ぐシステム

の導入など、手取り最大化に取り組んだほか、高額な設備投資については補助事
業や融資の活用による資金面での不安軽減を図った。
これら県産ブランドの新品種の導入の取り組みは地域活性につながるとともに、
市場定着も図ることができた。また、これらに生産者・ＪＡが一丸となって取り組ん
だことで、信頼関係の強化につながった。

北川辺地域における埼玉ブランドイチゴ
「あまりん」「べにたま」の本格出荷に向けて

埼玉県　ＪＡほくさい　須賀 大輔氏地区別優秀賞

園芸品目の取り扱いがほとんどない地域であるＪＡ能美管内にお
いて、タマネギ産地づくりに向けてゼロから取り組みをスタートさせた。
全農いしかわやＪＡグループ石川営農戦略室、南加賀農林総合事務所と連携し

ながら、除湿乾燥設備の新設や追肥のオーダーメイド指導、植え付け株間の最小
化の提案や生産者所有の堀上げ作業機の作業委託の仲介などを実施。担い手の
抱える、Ｌ・Ｍサイズの経済階級の生産や製品歩留まりの向上、作業の省力化など
の課題解決に貢献し、石川県内における先進産地として、タマネギの産地化に向
け着実に歩みを進めている。

タマネギ産地の形成に向けた取り組み
～水田園芸ゼロからのスタート～

石川県　ＪＡ能美　西田 誠也氏地区別優秀賞

平成２５年に加工白菜部会を設立し、当初は「作れば売れる」と
いう考えから産地拡大してきたが、ある程度の生産量を確保できるよう
になった現在では、在庫が滞留しない仕組みづくりや品質を第一とした定時定量
出荷が課題となった。
そこで、出荷指示計画書を用いた販売状況の見える化や、Ｚ－ＧＩＳを用いた生
産状況の見える化を行ってジャストインタイム出荷することで、契約産地としての信
頼度を高め、農家所得増大に繋げることができた。

加工用白菜におけるジャストインタイム出荷に
向けた取り組み

三重県　ＪＡ鈴鹿　谷口 昌志氏地区別優秀賞

担い手への農地集約が進むなか、資材高騰・人員不足により作
付面積拡大が難しい担い手に対して、生産コストの低減、農作業の
効率化・省力化、収量・品質精算価格の向上等、リアルタイムで担い手ニーズに
マッチした提案を行った。
また、省力化につながる農業機械導入に際しては、ＪＡの独自助成事業や資金
調達に関する相談等を関係部署と同行訪問のうえ提案し、ＪＡの総合力の強みを活
かした対応を行った。
これら取り組みにより、ＪＡ利用の促進、農業経営の改善、商系利用者の呼び戻

しを図ることができ、ＪＡのイメージアップにつながった。

佐賀県　ＪＡさが　鶴田 新侍氏地区別優秀賞

逆境に負けない生産意欲の向上と「強い産地づくり」 
～ＪＡ総合力で地域農業の強化を目指して～

地域の結束力・運営力の弱体化という共通課題を持つ８つの集落営農組織に
対して経営分析を提案し、営農組合長からオペレーターまで組合員全員が経営的
に持続可能な営農組合を目指す意識醸成に取り組んだ。
また経営分析結果をふまえ、ＷＣＳから飼料用米への作付転換提案、スマート
農業技術であるアクアポートでの水管理作業省力化の実現に加え、ザルビオによる
適期作業の実現により農薬使用回数を減らしたことで、コスト低減だけでなく環境
的にも持続可能な組合を目指した。
ＴＡＣが軸となり、８組織が連携して同じ目的・目標に向き合い取り組んだこと
で地域の一体感を創出し、活性化に繋がった。

熊本県　ＪＡ本渡五和　山下 清弥氏地区別優秀賞

経営的・環境的に持続可能な営農組合の構築に
向けた関係機関との連携強化の取り組み　
～天草型スマート農業を軸にした８機関連携の輪～

地域で生産される大豆は、学校給食や地域の特産品である豆腐
に供給されているが、在来大豆の収量は年々減少傾向にあり、地産
地消の取り組みを行うなかで安定的な収量を求められていた。また、出荷先から
は小粒大豆が加工品に使いづらいとの声があった。
これに対し、安定的な収量に向けては、堆肥や緑肥の導入を提案し、収量・
品質の向上につながった。小粒大豆の販売については、新たな加工品としてきな
粉とそれを使用した和菓子きな粉玉を作成し、直売所での人気商品となった。
また、堆肥・緑肥の導入については継続した取り組みにより、さらなる品質向
上が見込める。

神奈川県　ＪＡさがみ　森 海人氏地区別優秀賞

堆肥施用による津久井在来大豆の収量と品質向上
に向けて ～６次産業化への新たな取り組み～

表　彰
TAC部門 JA部門

TAC
トップランナーズ JA

（タック）とは、
『地域農業の担い手に出向くＪＡ担当者』の全国統一愛称です。

　全国の約1,500人のTACが、約57,000人の農業経営者を
日々訪問し、農業経営に関するあらゆる相談に応えています。役
割や活動状況については、TACのホームページをご覧ください。

ＴＡＣの
ホームページ

TACパワーアップ大会2023 を開催!! 全農会長賞はＪＡ部門・ＪＡにしみの（岐阜県）
ＴＡＣ部門・ＪＡ石川かほくの櫻井和幸さん（石川県）
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